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内国歳入局（以下、「IRD」）は、これまでの見解を変更し、先週公表された改訂
実務解釈方針（以下、「改訂DIPN 39」）において、人的活動の関与なしで、香

港にサーバーの設置だけを行っている非香港居住企業は、香港において課税
対象となることを示しました。

IRDの見解のこのような変更は、最近の内国歳入法（以下、「IRO」）における
「恒久的施設」（以下、「PE」）の定義変更と、源泉地国課税原則へのIRDの利

用法の変更に起因するようです。

このアラートでは、関連する問題点について説明します。デジタル経済におけ

る電子商取引を取り巻く税務上の問題は複雑ですので、このような問題に直
面した場合には、必要に応じて、税務専門家のアドバイスを求める必要があり

ます。

香港にサーバーの設置だけを行っている非香港居住企業は、
香港において課税対象となる



2Hong Kong Tax Alert

IROにおける「恒久的施設」の定義の近年の変更

過去、内国歳入規則のルール5で定義されている「恒久的施設」という用語は、香港での「支店、営業所、またはその
他の事業所...」を意味していました。

現在、「恒久的施設」の定義は、「香港での事業を行う一定の場所であって、[非香港居住企業]がその事業の全部ま
たは一部を行う場所…」を意味するように変更されています。

上記の定義の両方は、当該非香港居住企業が香港との二重課税防止協定（以下、「DTA」）を締結していない国・地域
の居住者である場合にのみ適用されます。

DTAが締結されている場合、当該DTAで定義されている恒久的施設の定義が優先されます。それにもかかわらず、香
港の現有のDTAに基づく恒久的施設の定義は、非香港居住企業が「自由に使用できる」サーバーを香港に設置する
場合、香港で恒久的施設を構成するとみなされる可能性があります。

恒久的施設（PE）の定義変更に伴うIRDの見解の変更について

下表は、改訂前及び改訂後のDIPN 39に記載されているIRDのこれまでの見解及び現在の見解の根拠をまとめたも
のです。

改訂前のDIPN 39 改訂DIPN 39

恒久的施設の構成の有
無

“… ルール5の「支店、営業所、またはそ

の他の事業所」という用語は、物理的場
所及び人員の存在を意味すると一般的に
理解されている。したがって、IRDは一般
的に、サーバの存在だけではPEには該当
しないことを認める。”

“… 非香港居住者が香港に恒久的施設を

有している場合、当該非香港居住者は事
業所得税上の目的で、香港で貿易、専門
サービスまたは事業を行っているとみなさ
れる。”

香港で電子商取引事業を
展開している/電子商取
引の収益源

“… たとえ、サーバーのみ（知的財産的な

もの、つまり、契約締結、支払処理、デジ
タル商品の配送の能力があったとしても）
を特定の国・地域に設置していても、同
国・地域で人的活動の関与がない場合、
一般的にはそこでの事業の遂行とはなら
ない。香港で事業が行われているかどう
かを判断する際に、IRDは、サーバーだけ

でなく、当該企業の香港での他の事業範
囲も検討する。”

“企業がすべての実務業務を香港外で

行っている場合において、当該企業が自
由に使用できるサーバーのみ（知的財産
やそれに類似するもの）が香港内にあっ
たとしても香港の税課税対象とならない。
”

改訂前のDIPN 39における当該記述は、
改訂DIPN 39にはない。

その代わりに、改訂DIPN 39の設例5で
は、非香港居住企業が、香港に従業員や
事務所を持たず、当該企業が「自由に使
用できる」データセンターやサーバーのみ
を香港に保有する場合、香港の課税対象
となる可能性があることが示されている
（当該データセンターは当該企業の事業
活動に不可欠かつ重要な部分である場
合）。
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非香港居住企業が「自由に使用できる」サーバーだけが
香港にあった場合、恒久的施設を構成することになる可
能性がある

ただし、非香港居住企業が香港に設置しているすべての
サーバーは、香港の課税対象になるわけではないことに留
意する必要があります。当該企業が「自由に使用できる」
サーバーで事業遂行に不可欠な機能を果たしている場合
のみ、課税対象になります。

従って、第三者のインターネット・サービス・プロバイダーの
香港に所在するサーバーを介して運営されている非香港居
住企業のウェブサイトは、課税対象にならない可能性があ
ります。これは、そのような運営契約に基づき、当該サー
バーは当該企業が「自由に使用できる」ものだとみなされな
い可能性があるためです。

これに関して、改訂DIPN 39は、OECD（経済協力開発機
構）の上述の問題に関する論評をそのまま採用しています。

“サーバーを運営する企業と、ウェブサイトを通じて事業を
行う企業とは異なる場合があるため、ウェブサイトと、ウェブ
サイトが保存・使用されるサーバーの区別は重要です。例
えば、企業が事業を行うウェブサイトは、インターネット・
サービス・プロバイダー（以下、「ISP」）のサーバーで運営さ
れるのが一般的です。このような契約に基づいてISPに支
払われる料金は、ウェブサイトが必要とするソフトウェアと
データの保存のために使用されるディスク容量に基づく場
合がありますが、これらの契約では通常、たとえ企業がそ
のウェブサイトを特定の場所にある特定のサーバーで運営
されることを判断できたとしても、...サーバーとその場所が
当該企業が自由に使用できる結果にはなりません。このよ
うな場合、ウェブサイトは有形ではないので、企業はその場
所に物理的場所さえもっていません。このように、当該企業
は、その運営契約により事業を行う場所を取得したとはみ
なされません。ただし、ウェブサイトを通じて事業を行ってい
る企業が自由に使用できるサーバーを有している場合、例
えば、ウェブサイトが保存・使用されているサーバーを所有
（または賃借）して運営している場合には、当該サーバーの
所在場所は、PEに関する条項の他の要件が満たされてい
れば、当該企業のPEを構成する可能性があります。”

一方で、香港居住企業がサーバーの管理だけを香港外
に行う場合があったとしても香港の事業所得税の課税対
象となる可能性がある

IRDの過去の見解と同様に、改訂DIPN 39は、香港居住企
業が香港での電子商取引事業に関連するすべての中核業
務及び支援業務の遂行から得られる利益は、IROのセク
ション14に基づき、香港の課税対象となると述べています。
このような企業のサーバー（知的財産やそれに類似するも
の）の設置・運用が香港外にあったとしても香港の課税対
象となることを意味します。このような場合において、DTA
締結国・地域で支払った外国税は、香港で税額控除の対象
となります。

このようなアプローチの背景は、香港居住企業が得た利益
が、IROのセクション14に基づいて配分することができない
とするIRDの見解をもとにしています。

これとは対照的に、非香港居住企業がサーバーの運営・管
理のみを香港で行う場合、IRDの見解では、特定の利益は
IROのセクション14に基づき、当該サーバーPEに配分・帰
属する必要があるということになります。

論評

最近施行されたIROのセクション50AAKに基づき、香港
にPEを有する非香港居住企業は、IROのセクション14
の目的で香港で事業を行っているとみなされます。

ただし、IROのセクション14に基づく香港の課税対象と
なるためには、香港での事業の遂行とは別に、長年に
わたり裁判所で策定されてきた源泉地国課税原則に基
づき、そのような企業の関連する「利益を生み出す事
業」も香港で行われる必要があります。

実施可能なすべての活動の中で、事実や状況に基づく
手法を使用して、企業が利益を生み出す特定の事業活
動を識別する必要があり、それを「利益稼得事業」と呼
びます。

改訂DIPN 39では、非香港居住企業が自由に使用でき
るサーバーを香港に設置している（すなわち、PE）場合、
香港で事業を行っているとみなされる理由を説明してい
ますが、IROのセクション14にいう特定の利益が当該
PEに必然的に帰属される理由については明確に述べ
ていません。

移転価格（TP）規則の下では、通常、特定の利益はそ
のようなPEに帰属することになりますが、これは一般的
には、当該PEが遂行した機能、使用した資産、及び引
き受けるリスクに基づきます。

ただし、先に公表されたDIPN 60はまた、勘定科目に反
映された利益が独立企業間原則に基づくものであるか
適切なものであるかどうかという判断する際にのみ、移
転価格規則が関係することを明確に認めています。

一旦、独立企業間利益が確認されると、それらの独立
企業間利益がIROのセクション14に基づいて課税対象
となるかどうかを判断するため、香港源泉所得課税原
則を適用する必要があります。このような分析は、一般
的に、関連する「利益稼得事業」が香港でどの程度行
われているかに基づいています。

前述の手続きは、IROのセクション14に基づく課税適格
性を決定するための「2段階」アプローチと呼ばれてい
ます。これは多くの場合が、移転価格規則及び源泉地
国課税原則で収束しない可能性があるため、このような
「二段階」手続きが必要になるのです。

現在、改訂DIPN 39は事実上、PEの定義変更の結果と
して、IRDは、サーバーPEへの利益帰属において、移転
価格規則及び源泉地国課税原則で収束するとの考え
を示しているようです。（上表及び改訂前と改訂後の
DIPN 39に記載されているIRDの見解の比較を参照。）

デジタル経済における電子商取引を取り巻く問題は多
様でかつ複雑ですので、このような問題に関する税務
上の影響に直面している場合、必要に応じて、税務専
門家のアドバイスを求める必要があります。
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